
小型で低価格な

消化ガスエンジンシステム

土研新技術ショーケース２０１０ in 東京 2010/9/15

（独）土木研究所材料地盤研究グループ

リサイクルチーム 岡本誠一郎、佐藤一行

• 研究の背景と開発目標
• 実証実験

本日の話題

実証実験

– 人工混合ガスによる実験
– 消化ガスにおける実験
– 消化ガスにおける連続運転

• 適用条件・適用範囲
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•消化ガスとは？
•下水処理場で発生する汚泥を嫌気性消化（メタン発酵）す

下水処理場で発生する消化ガス

ることで発生するメタンを主成分とするガス

•ガス成分は概ねCH4：５０～６０％、 CO2：４０％

•畜産廃棄物や生ごみ等からも発生する再生可能エネルギー

水処理設備 消化ガス
調質装置

生下水 放流水
消化槽加温

自家発電
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濃縮装置
消化槽

生汚泥

消化汚泥

濃縮汚泥

調質装置 自家発電

その他熱源

脱水装置 焼却装置

• バイオマスとは？
– 木材、海草、生ゴミ、紙、動物の死骸・糞尿、

（研究の背景）バイオマスとは？

紙
プランクトンなど、化石燃料を除いた再生可能
な生物由来の有機エネルギーや資源のこと。
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出典：｢環境goo 環境用語集」
http://eco.goo.ne.jp/word/energy/S00092.html



（研究の背景）バイオマス活用推進基本法の概要

– 平成21年６月５日成立、同年９月施行
– バイオマスの活用の推進に関する施策を総合的かつ計
画的に推進

バイオマスの活用の推進に関し 基本理念を定めること等により バイオマスの活用の推進に

目的

計画の策定

国の基本計画 都道府県・市町村の推進計画

政府は、必要な法制上、財政上、税制上又は金融上の措置その他の措置を講じる義務

法制上の措置等

バイオマスの活用の推進に関し、基本理念を定めること等により、バイオマスの活用の推進に
関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって持続的に発展できる経済社会の実現に寄与
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●必要な基盤の整備、 ●バイオマスを供給する事業の創出、

●バイオマス製品の利用の促進、 ●地方公共団体の活動の促進 等のために必要な施策

国が講じる施策

地方公共団体の区域の自然的・経済的・社会的諸条件に応じた施策を総合的かつ計画的に
実施

地方公共団体の施策

出典： 国土交通省 資料

（研究の背景）エネルギー供給構造高度化法の概要

エネルギー供給事業者による非化石エネルギー源の利用及び

化石エネルギー原料の有効な利用の促進に関する法律

– エネルギー供給事業者（電気、石油、ガス事業者）による次の取組を
促進

• 非化石エネルギー源の利用非化石エネルギ 源の利用

• 化石エネルギー原料の有効な利用
– 平成21年７月１日成立、８月28日施行（現在のところ太陽光発電の買
取りの部分のみ施行）

基本方針

判断基準
特定のエネルギー供給事業者への義務付け

判断基準における義務付けの内容

【電気事業者への義務付け】

・非化石電源の利用を拡大

太陽光発電 る電気 係る適 な対価 買
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計画作成・提出
一定規模以上のエネルギー供給事業者が対象

勧告・命令※

・太陽光発電による電気の利用に係る適正な対価での買取り

【石油事業者への義務付け】

・バイオ燃料の利用

・原油の有効な利用

【ガス事業者への義務付け】

・バイオガスの利用

・天然ガスの有効な利用

下水処理場が主た
る供給源

出典： 国土交通省 資料



（研究の背景） 各種バイオマスと
下水汚泥のポテンシャル

– 日本のバイオマス発生量は約2億9,000万トン／年
– そのうち下水汚泥は全体の約３割を占める。

バイオマス賦存量と利活用状況

バイオマスの種類 年間発生量 利活用状況

家畜排せつ物 約8,900万トン 肥料利用約90％

食品廃棄物 約2,200万トン 肥飼料等約20％

紙 約3,600万トン
古紙等リサイクル約56％
焼却施設の約7割で余熱利用

パルプ廃液（黒液）
約1,400万トン
（乾燥重量）

エネルギー利用（直接燃焼）

下水汚泥
約7,500万トン
（濃縮ベース）

リサイクル約77％
うち大半は建設資材利用

し尿汚泥 約2,900万トン
大半が焼却・埋立
一部はたい肥利用
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部はたい肥利用

製材工場等残材 約500万トン ほぼ全量エネルギーや肥料利用

林地残材 約370万トン ほとんど未利用

建設発生木材 約460万トン 約60％

農作物非食用部
（稲わら、もみ殻等）

約1,300万トン 約30％

計 約2億9,130万トン

バイオマス・ニッポン総合戦略（H18.3閣議決定）より

（研究の背景）バイオマス・ニッポン総合戦略と
下水汚泥の利活用（エネルギー利用への転換）

– 関係府省が連携してバイオマスの利活用を推進するこ
とを目的に2002年に策定（2006年に改定）

– 下水汚泥に関しては、これまでの建設資材利用中心か
ら ネルギ 利用の推進に転換らエネルギー利用の推進に転換

・バイオマスの種類に応じた利活用の展開方向
＜下水汚泥のエネルギー利用の推進＞
「これまで、利活用の中心だった製品としてのマテリアル利用」

「他のバイオマスとの混合処理やエネルギ 利用の進展に

建設資材利用

•セメント原料
•レンガ・骨材等

エネルギー利用
転換

バイオマス・ニッポン総合戦略における下水汚泥の位置づけ
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（参考）京都議定書目標達成計画におけるバイオマス対策
○バイオマス熱利用の導入

現状68 万kl → 平成22 年目標308 万kl （原油換算）
○バイオマス輸送用燃料の導入

現状０→ 平成22 年目標50 万kl （原油換算）

「他のバイオマスとの混合処理やエネルギー利用の進展に
よる、一層の効率的な利活用」

•下水道バイオガス
•炭化汚泥等

出典： 国土交通省 資料



（研究の背景）下水処理場をバイオマス利用の拠点に

下水汚泥のエネルギー利用

– エネルギーを大量に消費する下水道施設において、エネルギー
自立率を高めることや地域へのエネルギー資源の供給が重要

– 下水道経営や地球温暖化対策の推進の観点からも、カーボンニ
ュートラルな下水汚泥をバイオガスや汚泥燃料として活用ュ トラルな下水汚泥をバイオガスや汚泥燃料として活用

水処理

汚泥

燃料化

バイオガス

汚泥燃料

微生物の働きにより汚泥から
バイオガスを生成

汚泥中の水分を乾燥工程により
除去し、固形物を燃料化

再生水

メタン発酵

ガス発電

ガスエンジン 燃料電池

バイオガスを燃料としたガス発電（東京都、横浜市など全国２６処理場で実施)
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汚泥を石炭代替燃料に加工して火力発電所の燃料に（東京県）

火力発電所の燃料

ＣＮＧ車の燃料

出典： 国土交通省 資料

•下水汚泥の消化ガスの利用推進
•全国約300箇所の処理場で嫌気性消化（メタン発
酵）が行われているが 発生量の約３割は焼却処

（研究の背景）消化ガスの利用状況

酵）が行われているが、発生量の約３割は焼却処
分されている。

消化ガス発電
19%処分量

消化ガスの利用状況(H18)
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その他
9%

消化タンク加温
28%

処分量
30%

焼却炉補助燃料
14%

全国の余剰消化ガス発生量（m3 / 年）

1,000,000～

500,000～ 1,000,000

100,000 ～ 500,000

全国の余剰消化ガス発生量（m3 / 年）

1,000,000～

500,000～ 1,000,000

100,000 ～ 500,000

全国の余剰消化ガス発生量（m3 / 年）

1,000,000～

500,000～ 1,000,000

100,000 ～ 500,000出典：H18下水道統計

出典：H18下水道統計



•焼却処分されている消化ガスは中小規模の施
設が多い

（研究の背景）消化ガス発生施設の規模

処理場 消化ガ 発生量と処分率
設が多い

処理場の消化ガス発生量と処分率

40

60

80

100

割
合
(％
)

処分率
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出典：H18下水道統計
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0 1,000,000 2,000,000 3,000,000 4,000,000 5,000,000

年間消化ガス発生量(m3/年)

工事現場等で使われ
ている可搬式発電機
などに比べ、分散電

開発目標（コスト）

1 E+07

1.E+08

1.E+09

機械出力規模と価格の関係

燃料電池

源として開発が進め
られている機器は現
時点ではまだ高価で
ある。

1.E+01

1.E+02

1.E+03

1.E+04

1.E+05

1.E+06

1.E+07

価
格
　
（
1
0
3
 ￥
）

可搬式発電機

マイクロガス
タービン

同等出力で価格が1桁違う！
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未利用消化ガスの利
用促進のためには、
廉価な発電システム
が必要である。

1.E+00

1.E-01 1.E+00 1.E+01 1.E+02 1.E+03 1.E+04 1.E+05 1.E+06

出力　（ｋW)

ディーゼルエンジン発電機 ガソリンエンジン発電機
ﾏｲｸﾛｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ発電機 燃料電池
風力 ﾏｲｸﾛ水力
石炭ガス化複合発電 ブルドーザ
トラクタ 開発機（最終目標）
5年採算ライン 3年採算ライン



消化ガスの利用促進のため

発生ガスの利用が進んでいない中小規模対

開発目標

・発生ガスの利用が進んでいない中小規模対
象

・利用推進のために廉価なシステムが重要
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市販の自家発電機に最低限の改造をして消化
ガスで発電できるシステムを開発する。

◇共同研究 （平成１７～２０年度）

研究の実施体制

•独立行政法人 土木研究所

•ライト工業株式会社
•株式会社 井上政商店
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• 研究の背景と開発目標
• 実証実験

本日の話題

実証実験

– 人工混合ガスによる実験
– 消化ガスにおける実験
– 消化ガスにおける連続運転

• 適用条件・適用範囲
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実証実験の流れ

ディーゼル発電機をガス仕様に改造
(概略寸法：2L ｘ 0.9W ｘ 1.3H(m) )

メタンガスでの動作確認
(2006年～2007年)

実消化ガスでの性能確認
年

発電機のスペック(改造前)

交流発電機

出典：デンヨー社HPよ
り
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(2007年8月27日～31日)

実消化ガスでの連続試験
(2008年10月7日～11月19日)

50Hz 60Hz

三相(3線)(4線) 50kVA 60kVA

単相(3線) 28.9kVA 34.6kVA

三相(3線)(4線) 200V 220V

単相(3線) 100V/200V 110V/220V

114A 157A

三相(3線)(4線)

単相(3線)
力率

0.8(遅れ)

-

交流発電機

周波数

出力

電圧

電流



人工混合ガスでの稼動確認
【実験の目的】

消化ガスはメタン濃度が６０％程度であるが、高価な精製設備が無くとも発電で
きるシステムを目指した。そこで、メタン濃度の下限を調べる実験を行った。

【実験方法】

電力負荷
混
合

消化ガスエンジン
発電機

ＱCH4ボン
ベ

人工混合ガス

工業用メタンガスと炭酸ガスを混合して作った人工混合ガスで、稼動確認実験と制御系
調整実験を行った。
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器
発電機

ＱCO2ボン
ベ

調整によりCH4濃度45％の消化ガスでも
運転可能であることを確認した。

• 研究の背景と開発目標
• 実証実験

本日の話題

実証実験

– 人工混合ガスによる実験
– 消化ガスにおける実験
– 消化ガスにおける連続運転

• 適用条件・適用範囲
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【実験の目的】
稼働中の下水処理場において発生した消化ガスを使い発電機の性能確認を行う。

【実験方法】

既存設備で脱水、脱硫、脱シロキサン処理済(活性炭による吸着貯蔵を実施)の消化ガ

実消化ガスでの稼動確認（鶴岡浄化センタ－）

既存設備 脱水、脱硫、脱 キ 処 済(活性炭 吸着貯蔵を実施) 消
スを使用し発電量、燃料供給圧力を調整し性能を確認した。

電力
負荷

消化ガスエンジン
発電機

吸着貯蔵
タンク

下水汚泥
発酵タンク
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消化ガス

（メタン濃度：
60.3％）

ガス圧縮装置
脱硫装置

脱湿装置

既存施設
（吸着貯蔵タンクでシロキサン除去済み）

実消化ガスでの稼動確認（鶴岡浄化センタ－）

•実消化ガスで発電効率20％以上を達成した。

•消化ガス（燃料）消費量は5～20Nm3／hr

NOX（窒素酸化物）300 以下
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(
)
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0.4MPa-50Hz 0.4MPa-60Hz
0.3MPa-50Hz 0.3MPa-60Hz

(
)

電流負荷と燃料消費量

エネルギー効率は20%以上

•NOX（窒素酸化物）300ppm以下
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0

5

0 20 40 60 80 100 120
電流負荷　（Ａ）

燃
料
消

0

5

0 20 40 60 80 100 120
電流負荷　（Ａ）

燃
料
消

燃料消費量は
発電機を動かすために 約 5Nm3/h（≒ 5,000Nm3/年）
60A(約20kW)の発電で 約 15Nm3/h（≒15,000Nm3/年）必要



• 研究の背景と開発目標
• 実証実験

本日の話題

実証実験

– 人工混合ガスによる実験
– 消化ガスにおける実験
– 消化ガスを用いた連続運転

• 適用条件・適用範囲
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実消化ガスでの連続運転（函館湾浄化センター）

【実験の目的】
長期間の連続稼動に耐えうるかの性能確認と、関連する周辺機器の性能確認を行う。

稼働中の下水処理場で発生する消化ガスで発電を行い、処理場内の設備に電力供給
することで処理場内のエネルギー自給率を高める実証実験を行った。

【実験方法】

下水処理場の消化ガス配管（脱硫済み）から消化ガスを分岐した。ガスコンプレッサで
加圧した後、シロキサンを除去した消化ガスで発電して約４０日間の試験を行った。

メタンガス濃度
58.3%

22ガスエンジン

排風機 送風機
消化槽付帯施設 処理場の電力系統から

離れた個別負荷

既存施設



実消化ガスでの連続運転（函館湾浄化センター）

•約40日間の実負荷運転を行い安定した運転を確認した。

•最長連続運転時間は20日。（人為的な操作による停止）

30 0

40.0

50.0

60.0

周
波
数
・
日
総
電
力
量

150

200

250

300

均
電
圧

最長連続運転時間は20日。（人為的な操作による停止）

日平均電流・日平均周波数・日平均電圧・日総電力量
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実消化ガスでの連続運転（函館湾浄化センター）

1.E+061.E+06
実験期間中の電圧の変動

系統連携（発電した電力を処理場の電源系統へ接続）するには「電力品質確保に係る系
統連携技術ガイドライン」（資源エネルギー庁）を満たす必要がある。

実験期間中の周波数の変動

1.E+00

1.E+01

1.E+02

1.E+03

1.E+04

1.E+05

45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55

周波数(Hz)

回
数
(回
)

1.E+00

1.E+01

1.E+02

1.E+03

1.E+04

1.E+05

173 182 191 200 209 218 227 236

電圧

回
数
(回
)
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200±20Vを満足していない

現状では系統連系は不可

インバータの設置、または電
圧変動を許容する機器に直接
電力供給

50Hz±5％を満足している

周波数の品質は問題ない



実消化ガスでの連続運転（函館湾浄化センター）

シロキサン除去装置

ガスエンジンの連続運転試験とともに周辺補機の性能確認を行った。

ガスコンプレッサ
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【設置の目的】
シロキサンが含まれるガスを燃焼させるとエン
ジン内部に硬い残渣物が付着しエンジンにダ
メージを与えるため除去する必要がある。

【シロキサンの発生源】
下水処理場で発生する消化ガスにはシャン
プーやリンスに由来するシロキサンが含まれて
いる。

【設置の目的】
函館浄化センターでは消化ガスを常圧貯
蔵しているため、エンジンにガスを加圧供
給する必要がある。

【課題】
ガス供給圧が低いとエンジンの出力が制
限されるため、エンジンへの供給圧力を
下げても運転できるよう改善が必要。

簡易な精製を施した消化ガスで稼動する小型・低コスト・
汎用型のガスエンジンに実用化の目処が立った。

実証実験結果のまとめ

ガ 確１．メタンガスでの動作確認

・メタン濃度４５％でも運転可能であることを確認し
た。

２．実消化ガスでの性能確認
・実消化ガスで発電効率２０％以上を達成した。
・消化ガス（燃料）消費量は5～20Nm3／hr
・NOX（窒素酸化物）300ppm以下
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３．実消化ガスでの連続試験
・約40日間の実負荷運転を行い安定した運転を確認した。
・最長連続運転時間は20日。
・系統連携するには周波数は問題ないが電圧変動が大きい。

・エンジンへのガス供給圧を下げても運転できるよう改善が
必要。



• 研究の背景と開発目標
• 実証実験

本日の話題

実証実験

– 人工混合ガスによる実験
– 消化ガスにおける実験
– 連続運転

• 適用条件・適用範囲
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下水道で発生する消化ガス発電システムの例
（消化ガスを消化槽の加温のみに使用し余剰ガスを焼却処理している例）

研究結果からの適用条件

消化ガスエンジン
発電機

汚泥消化
タンク ボイラ

余剰ガス
燃焼装置

加温

ガス加圧

既存の設備

シロキサン
除去装置

消化ガス発電システム

消化ガス
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電力負荷～
ガスホルダ

脱硫装置

脱湿装置

ガス加圧
ブロア

除去装置
※系統連携する場合、
インバータ等が必要



研究結果からの適用条件

メタン濃度 45～100%（消化ガスは60%程度）

適用条件

条

ガス供給圧 0.2MPa以上

発電能力 約20kW

発電効率 約20%

周波数変動 50H 5％以内を満足

条
件

発
電
機
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周波数変動 50Hz±5％以内を満足

電圧変動 200±20Vを満足していない
※１

※１：系統連携する場合はインバータが必要。
電圧変動を許容できる機器にのみ接続する場合は支障ない。

機
仕
様

100
処分率

発電可能ガス消費量

研究結果からの導入の可能性

本消化ガスエンジンは以下の余剰ガスがあれば発電が可能となる。
※連続運転を想定し、年間のガス消費量と発生量で評価した場合

20

40

60

80

割
合
(％
)

発電 能 費

20kW発電可能ガス消費量

発電で消費する以上
の余剰ガスがある。
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0

0 1,000,000 2,000,000 3,000,000 4,000,000

年間消化ガス発生量(m3/年)

発電可能量 約 50,000 Nm3/年 → 約210の処理場
20kW発電 約150,000 Nm3/年 → 約150の処理場

出典：H18下水道統計

発電機を運転する
ガス量を確保でき
ない。



製品化の状況

本研究成果を基に民間企業によって更に開発が進めら
れ実用化されています。

適用条件：適用条件：

メタンガス濃度：５５～６５％ 、 ガス供給圧力：２～３ｋPa

硫化水素 ：10ppm以下 、 シロキサン ： 1ppm以下

回転速度 １５００／１８００
min-1

ガスエンジン発電機仕様製品化されたガスエンジン
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定格電圧 ２００／２２０
V

定格出力 ２５／２５
ｋW

燃料消費量 １５．９
Nm3/hr

※燃料消費量は消化ガスの発熱量を２１MJ／Nm3 として

写真提供：株式会社大原鉄工所

小型で低価格な

消化ガスエンジンシステム

御清聴ありがとうございました

32


